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Ⅰ．会社の概要   

 

１． 対象組織の名称及び代表者名 

日本丸天醤油株式会社   

代表取締役社長  延賀 海輝 

 

 

２． 事業所所在地 

本社及び本社工場  兵庫県たつの市揖保川町半田６７２番地 

 

営業本部   大阪市中央区南久宝寺町３丁目２番７号 

 

 

３． 事業の内容 

醤油、つゆ、たれ類、粉末調味料の製造及び販売 

 

 

４． 対象組織の規模   （２０１8年１２月期） 

製品出荷額     ２，８５０百万円 

従業員数           ９３名 

敷地面積    ３７，５６６㎡（本社及び本社工場） 

      延床面積 １３，４３４㎡（  〃         ） 

                               １４２㎡（営 業 本 部    ） 

  

５． 会社の沿革 
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1795 年 (寛政 7年) 醤油製造業を創業
1907 年 (明治40年) 資本金50万円にて株式会社設立
1956 年 (昭和31年) 大阪出張所開設
1967 年 (昭和42年) 液体「そばつゆ」の製造開始
1968 年 (昭和43年) 液体「そうめんつゆ」の製造開始
1978 年 (昭和53年) 焼肉・蒲焼等（たれ類）の製造開始
1981 年 (昭和56年) ストレートつゆの製造開始
1986 年 (昭和61年) 減塩しょうゆの製造開始
1992 年 (平成 4年) つゆ類無菌充填工場完成
1999 年 (平成11年) 醤油調成自動化システム導入
2001 年 (平成13年) ストレートつゆ生産ラインマルチ化完成
2002 年 (平成14年) 圧搾工場完成
2004 年 (平成16年) 醤油工場完成
2006 年 (平成18年) 研究開発・製造管理棟完成　EA21認証取得（本社及び本社工場）
2007 年 (平成19年) 濾過棟完成
2008 年 (平成20年) 廃水処理設備増強　EA21営業部門認証取得（全社での認証取得）
2012 年 (平成24年） 本社事務棟完成　太陽光発電設備導入
2013 年 (平成25年） LNGボイラ設備導入
2016 年 (平成28年） EA21活動継続10年表彰を受賞



リーダー会議
食品リサイクル
環境事務局

食品リサイクル
環境管理責任者

代表取締役社長

EA21リーダー

Ⅱ. 環境保全活動組織 

 

 環境保全活動組織図 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全活動の責任者及び担当者の連絡先 

環境管理責任者  取締役製造部長 高部 俊美 

環境事務局  総務部  松本 聖彦 

連絡先（担当者）  総務部  松本 聖彦 

 

電話  0791-72-3535㈹ 

FAX  0791-72-3536㈹ 

URL http：//marten-fi.co.jp/ 
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Ⅲ．経営の基本理念及び食品リサイクル・環境方針 

 

 経営の基本理念 

 人間の活力の源である食生活に、豊かさと創造性を付加する事によって、 

食文化の向上と社会の進歩に貢献すると共に、社員の生活福祉の発展を図り、

食生活の未来を考える企業となる。 

 

食品リサイクル・環境方針 

 
 日本丸天醤油株式会社は、醤油を主体とした調味料の製造会社です。人間の活力の源である 

「食」に携わる企業として、「食」の未来を考えるとき、食品リサイクル・環境保全が経営の重要課 

題であることを認識し、環境経営システムを構築・運用し、全社一丸となって自主的・積極的に 

食品リサイクル・環境保全活動に取組みます。 

 

当社の事業活動における環境負荷の低減のため、行動指針を次のように定めます。  

 

《 食品リサイクル・環境保全への行動指針 》  

 

１．食品リサイクル・環境保全目標を定め、定期的見直し、継続的改善に努め、 

食品リサイクル・環境保全活動を推進します。   
 

２．具体的な活動の取り組みとして次のことを推進します。 
 

① エネルギー・水資源の投入量や、食品廃棄物を含めた廃棄物量などの 

環境負荷チェックを継続します。 

② 電力・化石燃料の高効率化を図り、使用量削減に努め、 

省エネルギー化を目指します。 

③ 製造工程の改善を進め、水資源・原材料・容器包装材のロス低減等、環境に配慮した生産に努め、 

省資源化を目指します。 

④ 分別処理を徹底し、食品廃棄物を含む廃棄物の発生抑制・再利用・再資源化に努め、 

廃棄物の削減・食品リサイクル率の改善を目指します。 

⑤ グリーン購入法に適合した物品購入への切替に努め、 

環境負荷の低減を目指します。 
   

３．環境関連法規制及びその他要求事項を順守します。 
 

４．全従業員に対する環境啓蒙活動を推進し、この食品リサイクル・環境方針を周知します。 

また、この活動を「食品リサイクル・環境活動レポート」として公表します。   

           
2006 年 1 月 31 日 制定 

2015 年 3 月  1 日 改定 

           

日本丸天醤油株式会社 
代表取締役社長        

延賀 海輝  
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Ⅳ．過去の実績と環境目標  

 

環境への負荷の自己チェックシートに基づき、当社で使用量・排出量が多く、また環境への

影響が大きい４項目の削減、並びに食品廃棄物の抑制（食品リサイクル率の向上）・環境負

荷の低減に対しての取組を行います。 

 

 

【取組項目】 

１． 電力使用量の削減 

２． 化石燃料使用量の削減 

３． 産業廃棄物（単純焼却廃棄物）排出量の削減 

４． 河川への排水量の削減 

５． 食品廃棄物の抑制（食品リサイクル率の向上） 

６． その他の環境負荷の低減 

 

 

【過去実績及び目標値】     

                   各年度の集計期間は１月～１２月 

環境目標項目 単位 

2005 年 

実績 

(基準年) 

2017 年 

実績 

(前年) 

2018 年 

目標 

2018 年 
目標削減率 

    ※1 

二酸化炭素総排出量 

ﾄﾝ-CO2 3,711 1,276 1,292 65.2% 

電力CO2 排出係数 

(kg-CO2/kWh) 
0.378 0.353 0.353 - 

2005 年排出係数換算 

  ﾄﾝ-CO2 
3,711 1,313 1,316 64.5% 

電力使用量 千ｋWｈ 2,588 1,434 1,435 44.6% 

化石燃料使用量 ＧＪ 29,921 14,378 14,417 51.8% 

単純焼却廃棄物量 ﾄﾝ 314 18 30 90.5% 

河川への排水量 千㎥ 403 121 118 70.7% 

食品リサイクル率 ％ - 100.0% 95% - 

 

 ※１ 削減率は 2005 年実績に対する比率。 

    ※2 単純焼却廃棄物量は、外部に委託した数量。 
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Ⅴ．主要な環境活動計画 

 

１． 使用電力量削減のための活動計画 

 

―――― 取組内容 ――――   

不要時消灯・節電徹底 ・ 

・ 

・ 

不要な照明等の消灯徹底を継続する。 

機器使用終了時の電源 OFFを徹底する。 

設備等の不要な待機電力カットを徹底する。 

 

効率的な設備運転によるムダの削減 ・ 

 

・ 

最適な稼動条件を検討、実施し、ムダな設備

運転時間を削減する。 

生産ロットの取りまとめ等、効率的な生産体制

への見直し、移行を進め、更なる効率化を行

う。 

電力使用量の低い設備への更新 

 

・ 工場内照明の LEDを推進する。 

工場内エアコンの更新を計画的に進める。 

 

工場群別の電力使用量・デマンド値の推移

把握 

夜間・休日の時間別電力量の把握 

・ 

 

 

 

スマートメーターを設置して、変電設備毎（工

場群毎）の時間帯別電力使用量を把握し、夜

間・休日等の生産設備非稼働時の固定要素

の高い電力使用量削減に向けた施策の検討

を行う。 

 

 

 

２． 化石燃料使用量削減のための活動計画 

 

―――― 取組内容 ――――   

効率的な設備運転によるムダの削減 

 

・ 

 

・ 

 

・ 

 

 

・ 

引き続き、活動を継続・拡大し、エネルギーの

効率利用を推進する。 

効率的な生産方法への改善を図り、使用エネ

ルギー量を削減する。 

ボイラの効率的な運転を行う。 

蒸気自動送気システム、運転状況の遠隔 

監視システムの有効活用を進める。 

加熱・保温・冷却設備の温度管理の徹底。 

 

生産工程におけるエネルギー削減 

 

・ 加熱・冷却・攪拌各工程改善を拡大し、生産

工程におけるエネルギー使用量・工程時間の

更なる削減を行う。 

 

エコドライブの推奨・燃費の管理・向上 

 

 

公共交通機関の有効利用 

・ 

 

・ 

・ 

 

 

・ 

燃費目標を定め、車両毎の燃費数値を公表

し、燃費向上運動を継続する。 

低燃費車への更新を推進する。 

長距離出張を、レール＆レンタカーを有効に

利用し、長距離移動時のガソリン使用を削減

する。 

大阪市内近郊の移動時は、公共交通機関利

用を拡大する。 
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３． 産業廃棄物（単純焼却廃棄物）排出量削減のための活動計画 

 

―――― 取組内容 ――――   

生産工程における廃棄物の削減 ・ 

 

 

 

・ 

生産工程上のミス・トラブルにより発生する不

良品・不用品の要因別発生量の把握を継続

し、この要因を排除し、不良・不用品発生の

更なる削減を行う。 

原資材管理を徹底させ、長期・不用在庫の発

生を防ぐ。 

 

廃棄商品の削減 

 

・ 

 

 

・ 

営業担当毎・納入先毎の返品内容の把握及

び、返品に繋がる要因の管理レベルの強化

を継続し、一層の返品量削減を推進する。 

受注・出荷・生産管理の徹底を継続し、長期

在庫化のおそれのある商品について、定期

告知を行い、長期在庫の発生を防ぐ。 

 

資源使用量の低減 

 

・ 

 

・ 

回覧文書、チェック文書のメール・PDF化を

更に推進し、ペーパーレス化を拡大する。 

製品の保管、出荷に使用するストレッチフィル

ムの使用について、湿度との相関に基づき、

適正な使用時期、使用量を定め、使用量（廃

棄量）の削減を行う。 

 

分別処理の徹底 

 

・ 

 

・ 

 

・ 

分別ルールに基づき、資源ごみの分別収集

の徹底を継続する。 

一般ごみの内訳を分析し、削減につながる対

策を検討・実施する。 

工場内緑地の落葉処理は、コンポストを利用

した堆肥化を進める。 

 

 

４． 河川への排水量削減のための活動計画 

 

―――― 取組内容 ――――   

洗浄方法の改善 

 

・ 生産ロットの取りまとめ等の効率的な生産体

制を拡大し、洗浄を必要とする回数の低減を

行い、洗浄水の削減を行う。 

定期的な菌数検査に基づき、タンク洗浄時間

の短縮、洗浄水の削減を図る。 

 

冷却方法の改善 

 

・ 適正な冷却方法・運転方法を徹底し、冷却水

量の削減を行う。 

凍結防止目的通水の管理徹底 ・ 冬季の水配管凍結防止目的の、夜間通水

量、翌朝止水確認等、運用・管理の徹底を行

い、無駄な水使用をなくす。 

使用用途別水量の把握 ・ 井戸毎のライン別・用途別の水量把握を行

い、使用量削減に繋げる。 
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５． 食品リサイクル率の向上のための活動計画 

 

―――― 取組内容 ――――   

要因別食品廃棄量、リサイクル量を把

握する 

 

・ 要因別の食品廃棄量、リサイクル量を正確に

把握する。 

 

発生量・廃棄量の削減を図る 

 

 

・ 

 

・ 

 

・ 

生産工程上のミス・トラブルにより発生する不

良品・不用品の一層の削減を図る。 

原資材管理の強化を図り、長期・不用在庫の

発生を防ぐ。 

営業担当者毎・納入先毎の返品内容の把握

を継続し、返品削減を推進する。 

 

 

 

６． その他の環境負荷低減のための活動計画 
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―――― 取組内容 ――――   

製造工程における不良・不用品の 

把握・発生抑制 

・ 製造工程におけるミス、ロスの要因を把握し、

要因を排除し、不良・不用品発生を防ぐ。 

長期在庫・不用在庫の削減 

（商品・原資材） 

・ 原資材・在庫管理の強化に取り組み、不用在

庫・廃棄処理の発生を防ぐ。 

5Ｓ活動「ムダの見える化」推進 ・ 年間計画に基づいた 5S活動の定着により、

「ムダの見える化」を強化し、不要・不急な物

品の購入を削減する。 

 

グリーン購入法適合品購入拡大 ・ 

 

・ 

文具消耗品の購入種類の絞込みを継続し、

必要最小限の在庫量への圧縮を図る。 

購入に際しては、可能な限りグリーン購入法

適合品への切り替えを推進する。 

排水処理設備の効率稼働 ・ ブロアーのインバーター化等、適正な使用水

量で、設備稼働の効率化を図り、安定した排

水処理を行う。 



Ⅵ ．目標の達成状況／評価と次年度以降の目標 

（２０１８年１～12月度） 

  

【環境目標の達成状況】        

目標削減率・実績削減率は 05年実績対比 

 
※１ 削減率は 2005 年実績に対する比率。 

    ※2 電力 CO2 排出係数、2017 年以降は新電力会社に切り替えのため、関西電力の排出係数とは異なる。 

    ※3 単純焼却廃棄物は、外部に委託 

【評価】 

１．電力使用量 

総使用量は、05年度に比べ、目標 44.6%減のところ、45.6%削減と目標を達成

し、前年実績値より 1.8%減と更なる削減ができた。生産量あたりの原単位も改善

された。 

空調・照明のエネルギーを低減させるため、エアコンの更新・照明の LED化を進

めた効果も現れている。 

夏季のクールビズ期間の拡大（5月～10月）も、空調エネルギー低減に寄与して

いる。 

より効率的な生産体制への見直し、移行・拡大を進め、コンプレッサー・アイスチラ

ー等の設備運転条件の見直しを行い、更なる効率化を進め、成果を上げることが

できた。 

今後も継続して、小集団活動で改善を積み重ねることにより、電力使用量の削減

を目指す。 

夜間、休日等、生産設備非稼働時における固定的要素の高い電力使用量を把

握・削減対策立案のための工場群別のデータ蓄積も進んでいる。 

 

２．化石燃料使用量 

総使用量は、05年度に比べ、目標 51.8%減のところ、51.4%削減と目標未達、前

年実績値より 1.0％増で終わった。生産量あたりの原単位は昨年から１ポイント悪

化した。 

多品種小ロット化、加熱商品の増加により、使用量増加・原単位の悪化を招いて

いる。このような状況下、削減・効率化の対策活動が少なかったことは、大きな反

省点である。原単位の向上は厳しい状況であるが、対策を見出し、改善につなげ

たい。 

営業部門では、営業車両の燃費向上活動を継続した。また、長距離出張の移動

については、公共交通機関の利用＋現地でのレンタカー利用も定着し、長距離

移動に懸かるガソリン使用量の削減が行えた。 

また、営業車両の計画的な低燃費車への更新も継続し、４台の更新を行った。 
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目　標
目　標
削減率

実　績
実　績
削減率

目　標
目　標
削減率

目　標
目　標
削減率

目　標
目　標
削減率

3,711 1,292 65.2% 1,279 65.6% 1,271 65.8% 1,363 63.3% 1,359 63.4%

0.378

3,711 1,316 64.5% 1,316 64.5% 1,295 65.1% 1,275 65.6% 1,272 65.7%

電 力
使 用 量

2,588 1,435 44.6% 1,408 45.6% 1,408 45.6% 1,390 46.3% 1,388 46.4%

化 石 燃 料
使 用 量

29,921 14,417 51.8% 14,527 51.4% 14,267 52.3% 14,220 52.5% 14,170 52.6%

単 純 焼 却
廃 棄 物

314 30 90.5% 20 93.7% 18 94.1% 18 94.3% 18 94.3%

河 川 へ の
排 水 量

403 118 70.7% 137 66.0% 127 68.5% 125 69.0% 125 69.0%

食 品
リサ イクル率

95.0% 100.0% 95.0% 95.0% 95.0%

0.353 0.359 0.441 0.441

千kWh

ＧＪ

トン

千㎥

％

0.353
二酸化炭素
総排出量

単位

ﾄﾝ-CO2

電力CO2排出係数

(kg-CO2/kWh)

2005年排出係数換算

　　ﾄﾝ-CO2

2021年
次年度以降の目標

環境目標
項目

活動目標と実績
2018年 2019年 2020年

2005年
実績

(基準年)



  

 

３．産業廃棄物（単純焼却廃棄物【外部に処理委託】）排出量 

総排出量は、05年度に比べ、目標 90.5%減のところ、93.7%削減と目標を達成

できた。しかし、単純焼却排出量は目標未達、前年実績より 1.7 トン増加した。 

活動開始時は焼却処分されていた「珪藻土」「醤油粕」の、全量リサイクル化が継

続されている。 

また、廃棄商品発生量の大幅な削減は継続され、中でも「返品による発生」は管

理レベルの強化、取引先の意識変化・協力等により、05年度に比べ 1/20程度ま

で削減された。 

単純焼却廃棄物においては、分別処理の徹底、啓蒙活動によって、05年度に比

べ 7割以上の削減が出来ているが、廃棄物の内訳把握等、増加要因の分析を行

い、更なる削減対策が必要である。 

 

４．河川への排水量 

排水量は 05年度に比べ、目標 70.7%減のところ 66.0%削減となり、大幅な目標

未達で終わった。前年実績より 16千㎥増加した。 

昨年の反省を基に、冬季の凍結防止を目的とした、夜間の通水管理の強化を行

った。また、生産ロットを取り纏めることによるタンク洗浄回数の低減、定期的な菌

数検査に基づく洗浄時間の見直し等により、洗浄にかかる水の使用量の削減活

動は継続している。 

しかし、排水処理設備に於いて、水使用量のコントロールが上手く行えず、大幅な

増加となった。また、使用量増大に隠れ、空調用冷却水の増大に気づくのが遅

れ、対策が遅かった点も反省材料である。 

 

5.食品リサイクル率 

食品リサイクル率は、目標 95.0％のところ 100％と、目標を達成した。 

食品廃棄物発生量も、05年 321 ﾄﾝ、18年は 94 ﾄﾝと３年連続して 100 ﾄﾝ以下と

なり、活動開始時の３割以下に減少している。 

食品廃棄量の削減は、「産業廃棄物排出量」の評価と同様に、不良・不用品の発

生抑制、返品商品の大幅削減によって実現できた。18年の食品廃棄量も、「醤油

粕」「魚粕」が全量を占めており、「肥料」の原材料として、全量がリサイクル処理さ

れている。 

2016年 1月より、リサイクル率 100％を 36か月継続と、安定して推移している。 

従業員の意識も変革し、生産工程上のミス、ロスを低減させ、食品廃棄物発生量

の削減、食品リサイクル率の維持が出来ている。 

 

 6.その他の環境負荷軽減への取組 

  環境負荷軽減への取組として 

・製造工程における不良・不用品の把握・発生抑制 

・長期在庫・不用在庫の削減（製品・原資材） 

・5Ｓ活動「ムダの見える化」推進 

・グリーン購入法適合品購入拡大 

・排水処理設備の効率稼働  を掲げ取組んだ。 

不良・不用品並びに長期在庫・不用在庫は、要因の把握・管理強化が進み、月例

定期告知により、長期化・不用化を防ぎ、発生・廃棄量の削減が実現できた。 

5Ｓ活動も定着し、不用品の購入・資料等の見直しも進み、省資源化・廃棄量の削

減にも寄与できた。 

文具消耗品等の、グリーン購入法適合品への切替えも、100％を維持している。 

排水処理設備は水使用量のコントロールが出来ず、大幅な排水量の増加を招い

たが、問題点の改善を進めたい。 
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【次年度以降の目標】 

１9年度以降も従来の活動の継続、発展を図りながら、10月に改訂された「エコアクション２

１ 食品関連事業者向けガイドライン 2017年版」への対応を進めて行きたい。 

人口減少、天候不順・異常気象、また、10月に予定される消費税改正、原資材等の値上げ

等により、市場の動向、生産状況の変化が読みきれない情勢が続くが、更なる環境保全活

動目標を設定し、活動を継続する。 

目標設定および実績管理に於いては、総量管理と原単位管理を行い、目標達成に向けた

活動の継続、発展を図っていく。 

 

 １．電力使用量の削減 

  活動をより確実に実施し、使用量の削減、目標達成を目指す。 

従来から取り組んでいる、小さな改善をより多く実践し、改善の積み重ねによって、

着実な電力量使用量の削減を継続したい。 

夜間・休日も使用している固定電力の削減、デマンド値のピークシフトを中心に取

り組んでいく。 

変電所毎・日毎・時間帯毎のデータを分析し、より効果的な施策の検討、改善実

現への活動を継続したい。 

 

 ２．化石燃料使用量 

  従来の活動をより一層定着させる。 

生産工程で使用する蒸気の効率活用に引き続き取り組んでいきたい。 

特に、加熱・冷却・攪拌エネルギーの削減に注力し、各工程フローの見直し、改善

を進めていきたい。 

また、小ロット化によるエネルギーの固定ロス等に対応する方策を見出し、原単位

の改善に引き続き取り組みたい。 

営業部門では、車両運行にかかる燃料の削減を継続する。 

車両毎の走行燃費の公表（見える化）を継続し、エコドライブに対する意識定着を

図る。 

また、公共交通機関の有効な利用、レール＆レンタカー利用を推し進める。 

 

 ３．産業廃棄物 

生産工程上のミス、トラブルによって発生する不良・不用品、返品を含む廃棄商品

の削減に注力し、廃棄物の発生量削減に引き続き取組む。 

不良・不用品の発生する要因の把握を継続し、この要因を取り除き、発生量の削

減につなげて行きたい。 

また、一般廃棄物の分別収集の再徹底、啓蒙活動の継続を行う。 

一般廃棄物の内訳分析を基に、各々の削減策を実行し、焼却処分される廃棄物

の、より一層の削減を図りたい。 

 

 ４．河川への排水 

  従来の活動をより確実に実施し、更なる削減を目指したい。 

排水量の大半を占める、冷却水の削減活動を中心に据え、更なる削減活動を進

めていく。 

昨年大幅な増加要因となった、排水処理設備での水使用量のコントロールを行

い、効率の良い稼働を進める。 

また、冬季の凍結防止の夜間通水の管理を強化し、凍結防止通水の実施日、水

量の指示を確実に行い、閉栓確認を継続・徹底させる。 
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５．食品廃棄量の削減 

食品リサイクル率の維持、改善への取組を継続する。 

生産工程上発生する不良品・不用品の要因別把握を継続し、要因を排除し、廃

棄物の発生量を削減する活動を行う。 

また、原資材・商品在庫のきめ細かい管理を継続し、長期化・不用化のおそれの

あるものについては、定期告知により発生を未然に防ぐ管理を継続し、長期・不用

在庫の発生を防いでいく。 

商品廃棄の大部分を占めていた返品商品の削減は重要課題として取組み、削減

活動によって大幅な削減は実現できているが、取引先との問題共有化、管理の強

化によって、更なる発生量の抑制に引き続き取組んで行きたい。 

 

 

６．自らが生産・販売・提供する製品及びサービスに関する環境配慮 

「廃棄物の削減」「食品廃棄量の削減」と同様に、生産工程のミス、ロスにより発生

する不良品の削減、長期在庫・不用在庫（商品・原資材）等の発生量抑制を継続

し、環境負荷低減につなげたい。 

 

 

７．5Ｓ活動「ムダの見える化」 

年間計画に基づいた、５Ｓ活動の定着・拡大により、ムダ撲滅の推進を行う。 

 

 

８．グリーン購入の推進 

    グリーン購入法適合品の購入を推進する。 

事務機器を中心とした機器更新時には、グリーン購入法適合商品の採用を推進

する。 

文具消耗品以外にも対象を広げ、購買種類の絞込み、在庫量の削減、グリーン購

入法適用商品への置き換えを拡大して行きたい。 

 

 

 ９．排水処理設備の効率稼働 

  これまでの改善活動を継続し、安定的且つ効率的な稼働を行う。 

排水処理設備の安定・効率的稼働により、電力・河川への排水量の削減にも寄与

させたい。 

 

 

 10．内部監査体制の確立 

ＥＡ２１活動の横展開を主目的とした、相互監査の継続と共に、ガイドラインで要求

される内部監査体制の確立を行う。 

他部門・他社の活動内容を参考にした自部門の活動への取り込み、全従業員の

取り組み意識の向上、平均化を図り、より一層活性化した「環境保全活動」を継続

する。 

 

 

 

 

 

- 11 - 



Ⅶ．環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果並びに違反、訴訟等の有無 

 

１． 環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果 

法規制等の名称 該当する要求事項 確認・評価 

水質汚濁防止法 

瀬戸内海環境保全 

  特別措置法 

特定施設の届出 

排水基準の遵守 

水質測定・記録 

排水量の測定・記録 

遵守 

廃棄物処理法 

収集運搬・処理業者との契約、許可書の写

し保管 

マニフェスト発行・回収、交付状況の報告 

  B2,D,E 票の５年間保管 

遵守 

食品リサイクル法 

法の遵守 

廃棄量の削減 

食品リサイクル率の報告 

食品リサイクル率の向上・維持 

遵守 

容器包装リサイクル法 法の遵守 遵守 

家電リサイクル法 法の遵守 遵守 

フロン排出抑制法 
廃棄時の適正処理 

定期点検並びに簡易点検の実施 
遵守 

消防法 

危険物保管庫の設置変更許可 

指定数量以下の保管 

消火器法定数量設置 

防火管理者等組織 

遵守 

食品衛生法 

有効塩素濃度 

飲料水適合確認 

貯水タンク清掃 

遵守 

下水道法 法の遵守 遵守 

資源有効利用促進法 法の遵守 遵守 

県条例・市条例 条例が定める項目 遵守 

地元自治会等との協定 協定事項の遵守 遵守 

河川法 瀬戸内海環境保全特別措置法で対応  

 

 

 

 

 

２． 違反、訴訟等の有無 

環境関連法規への違反はありません。尚 関係当局よりの違反等の指摘も、過去 3 年間ありませ

んでした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 12 - 



Ⅷ．代表者による全体評価と見直しの結果 

 

 

 

環境方針について 

環境方針を周知徹底させて、エコアクション２１活動に活かすこと。 

・EA21 ﾘｰﾀﾞｰ会議での情報を、部門内に発信・共有する 

・全社員が関与する内部監査 

全員参加の内部監査判定を基に、問題点、ルールを明確にして改善を進めること 

全員の意識レベルの底上げ、モチベーションアップを図り、明るく元気な活動が継続する仕

掛けを行ってほしい。 

 

 

 ❏見直し・変更の必要性･･･なし 

 

 

 

目標設定・環境活動計画について 

設定した目標に対し、排水量の増加要因は過去に経験が有りながら、事態に対しての

迅速な節水対策が行われなかったことが残念である。 

各工程の給水量監視を強化し、早期対応が行えるように進めてもらいたい。 

 

目標は総量目標を継続する。原単位でも把握・評価し、異常値をキャッチできるよう

数値の分析・評価を今までどおり継続すること。 

 

 

 ❏見直し・変更の必要性･･･なし 

 

 

 

システムの各要素について 

電エコアクション 21 活動による成果を把握するために、CO2 排出量は統一した CO2

排出係数も用いた過年度との比較は継続すること。 

 

今年の新入社員、来年入社する社員に対しても、EA21 の意義・目的をしっかりと教

育し、EA21 活動に積極的に取り組ませ、全従業員の意識レベルの向上を図る活動を

継続すること。 

  

 

❏見直し・変更の必要性･･･なし 

 

 

2019 年 1 月 28 日 

 

日本丸天醤油株式会社  

代表取締役社長  延賀 海輝 
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